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２０１８年８月２０日 

 

各部長 

 

町田市長 石 阪 丈 一 

 

 

平成３１年度（２０１９年度）予算編成方針について（通知） 

 

 

２０１９年度の予算編成にあたっては、町田市基本計画「まちだ未来づくりプラン」及

びその後期実行計画である「町田市５ヵ年計画１７－２１」を前提とし、「２０１９年度

市政運営の基本的な考え方」及び本方針に基づいて、各部内で十分に議論を尽くした上で

編成されたい。 

 

記 

 

１ 日本経済の状況と町田市の財政状況 

（１）日本経済の状況及び国の当面の経済財政運営 

国は、積極的な経済対策等により、日本経済は大きく改善しており、成長から分配

への経済の好循環は着実に回りつつあると分析している。その一方で、潜在成長率に

ついては、労働力人口の高まり等により改善しているものの、労働生産性の伸びが傾

向的に低下してきたことから足元で１％程度にとどまっているとみられ、その引上げ

が持続的な経済成長の実現に向けた最重要課題であると分析している。 

そのような中、国は、人づくり革命及び生産性革命を実現・拡大し、潜在成長率の

引き上げを進めるとともに、成長と分配の経済の好循環の拡大を目指すとしている。

また、２０１９年１０月１日における消費税率の１０％への引き上げを確実に実現で

きる経済環境を整備するとともに、消費税率引上げによる需要変動の平準化に万全を

期すとしている。 

 

（２）町田市の財政状況と今後の見込み 

   現時点での２０１８年度の歳入の見込みでは、その大宗を占める市税収入について、

個人市民税が予算の見込みよりも伸び悩み、予断を許さない状況である。 

   ２０１９年度の歳入において、市税収入では、個人市民税が２０１８年度予算を下

回り、さらには、市たばこ税の減少などが見込まれ、市税収入全体においても、２０

１８年度予算を下回る見込みである。一方、歳出では、社会保障費が伸び、構造的収

支不足が顕在している。さらには、消費税率の引上げに伴う歳出増が見込まれている。 

このような厳しい財政状況を各部において職員一人ひとりが認識し、財源不足の解

消に向けて積極的に取り組む必要がある。 
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２ 基本方針 

（１）  ２０１９年度の予算編成において重点的に取り組む事業は、町田市基本計画「ま

ちだ未来づくりプラン」に定めた４つのまちづくり基本目標の実現を目指すため、

「町田市５ヵ年計画１７－２１」の重点事業プランに位置付けられる事業とする。 

 

（２）  町田市基本計画「まちだ未来づくりプラン」に定めた３つの行政経営基本方針を

受けて定めた「町田市５ヵ年計画１７－２１」の行政経営改革プランの柱である、

市役所の生産性の向上と公共施設における行政サービス改革を推進する。 

 

（３） 「町田市５ヵ年計画１７－２１」における「財政見通し」では、２０１８年度から

２０２１年度までの４年間で７７億円の収支不足が見込まれ、大変厳しい財政状況

となっている。このような状況の中、重点事業プランを着実に実施するため、行政

経営改革プランの経常事業費等の縮減及び市税徴収率の向上等の歳入増により、収

支不足の解消を図る。 

 

（４） 「町田市５ヵ年計画１７－２１」の３年目にあたり、計画を着実に実施するため、

施策立案や行政経営の基本的な考え方を示した「２０１９年度市政運営の基本的な

考え方」（２０１８年８月１日付 市長通知）を念頭に予算編成を行う。 

 

３ 予算編成における具体的な取り組み 

＜全般的事項について＞ 

（１） 各事業予算については、年間総合予算として編成し、補正予算は原則として制度

改正などの必要最小限のものに限定すること。 

 

（２） 「町田市５ヵ年計画１７－２１」の具体化に向けた予算編成とするため、重点事

業プラン、行政経営改革プランの取組項目について、その進捗状況及び課題を確認

し、各年度の目標及び実施工程を精査したうえで、予算案を作成すること。 

 

（３） 予算執行段階における、各部の創意工夫による経費節減や主体的な財源確保の

取り組みなどを評価する「インセンティブ予算制度」を積極的に活用し、市民サー

ビスの向上に繋げること。 

 

（４） 限られた財源を真に必要な事業に重点配分するため、事業の優先順位付けを必

ず行い、効率的に事業採択を行うこと。その際、行政関与の必要性が高く、より緊

急性が高い事業、より費用対効果の高い事業を優先順位の上位とすること。 

 

（５） 公会計制度の事業マネジメントにおいては、事業の課題を明らかにすることにと

どまらず、事業手法等を見直し、目標達成に向けた取組みにつなげられるように、

２０１７年度決算から「課別・事業別行政評価シート」の様式を改善した。このこ

とを踏まえ、事業マネジメントのＰＤＣＡを着実に実施し、事業手法等の見直し検
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討結果を予算案に反映させること。 

 

（６） 消費税は、２０１５年４月の消費税法改正に伴い、２０１９年１０月に税率１０％

への引上げが予定されている。そのため、歳入・歳出について、消費税率の引上げ

に伴う影響額を予算案に遺漏なく反映させること。 

 

（７） 「受益者負担の適正化に関する基本方針」に基づき、使用料及び手数料、負担金

等については、対象や料金水準が適正であるかどうかを確認し、負担の公平性確保

の観点と負担均衡の原則に立って適正化を図ること。 

 

＜歳入に関する事項について＞ 

（１） 市税については、新たな収納に関する取り組みを検討し、引き続き徴収率の向上

を図ること。 

 

（２） 国・都支出金については、国及び都の予算編成や補助制度の動向を把握し、新設

の補助はもとより、補助制度の変更に的確に対応し、補助対象となるものは必ず活

用すること。また、施策立案の段階から他団体の補助制度の活用事例を情報収集す

るなど、補助制度を活用した事業手法を選択し、予算案に反映させること。 

ただし、補助事業であることを理由に安易に事業採択を行うことで、結果として

多額の一般財源の持ち出しや人件費の増加を招かぬようくれぐれも留意すること。 

 

（３） 事業の実施にあたっては、特定財源を的確に把握し予算に反映することで、一般

財源の増加抑制を図ること。また特定財源の把握にあたっては、他団体で実施して

いる財源確保策や民間等で実施している資金調達方法を参考にするなど、新たな財

源確保に向け積極的に取り組むこと。 

 

＜歳出に関する事項について＞ 

（１） 歳出については、事業目的や成果目標に合わせて、既存事業をゼロベースから見

直し、事業の廃止、縮小、統合を徹底的に進めること。特に、所期の目的が達成さ

れた事業、民間で対応可能な事業、事業開始後、長年経過している事業、費用対効

果の低い事業等については、廃止、再構築を前提に、重点的に徹底した見直しを行

うこと。 

 

（２） 歳出の５割を超える児童福祉費や社会福祉費などの民生費については、今後も扶

助費等の社会保障費の増加が見込まれるため、国及び都の扶助制度の動向を把握し、

漫然と予算の肥大化を招くことのないよう、対象者数や伸び率などについて徹底し

た精査を行うこと。 

 

（３） ２０１６年度予算編成において、段階的に見直すとした「補助金等及び扶助費」

については、引き続き見直しを行い、その結果を予算案に確実に反映させること。 
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また、見直しの対象とならなかったものについても、補助金等の適正な運用を図

るための５原則である正当性、公平性、緊要性、有効性、責任性といった点から見

直しを行うとともに、個々の事業ごとに必要性、費用対効果、補助率等について十

分に精査・検証し、見直しを行うこと。 

 

（４） 庁舎や学校施設などの公共施設や、道路及び橋梁などの都市インフラ施設の整備

及び運営にあたっては、「町田市公共施設等総合管理計画」に基づき、以下の点につ

いて、予算案に反映すること。 

ア 原則として施設の新設は行わず、建替えや改修を行う場合は「公共施設再編計

画」に沿い、不整合のないようにすること。        

イ 維持管理運営の見直しや必要な点検、改修を計画的に行うことで、施設の建設

から管理及び運営、そして建替えまでのトータル費用を縮減すること。 

ウ 「町田市 PPP/PFI 手法導入にかかる優先的検討の基本方針」の策定について

（通知）」（２０１７年６月２０日付）に基づき、基本構想や基本計画作成の段階

から PPP/PFI手法の導入を優先的に検討すること。 

エ 都市インフラ施設については、安全・安心の確保を最優先に維持管理を進める

とともに、単年度にかかる費用を出来る限り平準化し、財政負担の軽減を図るこ

と。 

 

＜特別会計に関する事項について＞ 

（１） 特別会計については、一般会計に準じて予算編成するものとし、厳しく節減に努

めること。 

 

（２） 財源を安易に一般会計に依存することなく、国・都支出金の獲得、自主財源の確

保に努力し、より効率的な運用に努めること。 


